
 

 

 

 
2026年２月 24日 

各  位 

会 社 名  株式会社チャーム・ケア・コーポレーション

代表者名  代表取締役会長兼ＣＥＯ  下 村 隆 彦 

（コード 6062 東証プライム市場） 

問合せ先  取締役執行役員      前 田 好 彦 

電  話 06－6445－3389 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

当社は、2026年２月 24日開催の取締役会において、2026年７月１日を効力発生日として、当社の完全子会社

であるＣＭケア株式会社（以下「ＣＭケア」といいます）を吸収合併（以下「本合併」といいます）することを

決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示してお

ります。 

記 

１．本合併の目的 

本合併は、介護付有料老人ホームの運営事業等を行うＣＭケアを吸収合併し、当社と重複する管理部門の統

合と経営資源の有効活用を通じて、当社グループ全体の事業効率化を推進することを目的としております。 

 

２．本合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併契約承認取締役会決議日：2026年２月 24日 

合併契約締結日      ：2026年２月 24日 

合併予定日（効力発生日） ：2026年７月１日 

なお、本合併は、当社については会社法第 796 条第２項、ＣＭケアについては会社法第 784 条第１項

の規定に基づき、それぞれ合併契約の承認に関する株主総会を経ずに行います。 

（２）合併方式 

当社を存続会社、ＣＭケアを消滅会社とする吸収合併方式で、ＣＭケアは本合併により解散いたします。 

（３）合併にかかる割当内容 

合併による新株式の発行および合併交付金の支払いはありません。 

（４）合併にともなう新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

消滅会社であるＣＭケアは、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 

 



 

 

 

３．合併当事者の概要 

 吸収合併存続会社（当社） 吸収合併消滅会社（ＣＭケア） 

商号 株式会社チャーム・ケア・コーポレーション ＣＭケア株式会社 

所在地 大阪市北区中之島三丁目６番 32号 大阪市北区中之島三丁目６番 32号 

代表者の役職・氏名 
代表取締役社長兼ＣＥＯ 下村 隆彦 

代表取締役会長兼ＣＯＯ 小梶 史郎 
代表取締役社長 伊田 幸太 

事業内容 
介護付有料老人ホームおよび住宅型有料老人

ホームの運営等 
介護付有料老人ホームの運営等 

資本金 2,759百万円 10百万円 

設立年月日 1984年８月 22日 2024年７月２日 

発行済株式総数 32,712,000株 100株 

決算期 ６月 30日 ６月 30日 

大株主及び持株比率 

（自己株式を除く） 

（2025年12月31日現在） 

株式会社エス・ティー・ケー    29.39％ 

下村隆彦              16.23％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託 

口）               10.82％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式 

会社（信託口）          6.93％ 

GOVERNMENT OF NORWAY       1.32％ 

東急不動産株式会社        1.21％ 

JPモルガン証券株式会社      1.14％ 

STATE STREET BANK AND TRUST  

COMPANY 505044           1.07％ 

チャーム・ケア・コーポレーション 

従業員持株会           1.03％ 

丸本桂三             0.99％ 

株式会社チャーム・ケア・ 

コーポレーション     100％ 

直前事業年度の財政状況及び経営成績 

 2025年６月期（連結） 2025年６月期（単体） 

純資産 20,678百万円 966百万円 

総資産 52,414百万円 1,340百万円 

１株当たり純資産 631.92円 9,664,101円 

売上高 46,673百万円 685百万円 

営業利益 3,845百万円 ５百万円 

経常利益 4,024百万円 18百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
2,936百万円 294百万円 

１株当たり当期純利益 89.89円 2,949,217.24円 

 

４．合併後の当社の状況 

当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期について、いずれも本合併

による変更はありません。 

 

５．業績に与える影響 

本合併は当社の完全子会社との合併であるため、当社連結業績への影響は軽微であります。 

以 上 


